
 県では、平成 24年度以降の財政健全化について、国の来年度以降の地方財政対策が読めないことから

24、25年度の 2年間を「経過監視期間」として位置づけ、引き続き歳出削減や財源確保に取り組む方針

を発表しました。 

 県がこの度行った平成 24年から 33年財政見通しでは、24年度に地方交付税が今年度と比べ 70億円

から 100 億円の範囲で減少すると推計し、給与カットや事業見直しなど改革を行わなかった場合、収支

不足額が来年度 110億円から 150億円の範囲で発生するとしています。 

 このため、24 年度、25 年度も引き続き、職員の削減、職員給与の特例減額、一般施策経費のの削減、

公共事業費の削減などの歳出削減を実施することを想定しています。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 



 

 



 


